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前回のご意見の概要（水素供給の視点からのメタネーションの類型関係）

＜臨海型＞

⚫ ＣＯ２が安価に入手可能で、水素のインフラ等もあるので、うまく組み合わせることで臨海部のコンビナート・港で合成メタンを
製造・利用する可能性はある。一方で、臨海部では、海外から輸入した合成メタンを利用する可能性もあり得る。

⚫ 合成メタンとして利用するなら、基本的にはなるべく早く水素を合成メタンに変えたほうがよい。海外から水素で持ってくるよりも、
合成メタンで持ってきたほうがよいので、どこの段階で合成メタンに変えるのか、海外も含めた最適化が必要。

⚫ ＣＯ２排出者や合成メタンの利用者を集約したカーボンニュートラルコンビナートに水素が供給されれば効率的。セメント製
造に伴う石灰石起源ＣＯ２は他産業で使っていただく必要があり、多産業集積型のカーボンニュートラルコンビナートを構
築して、その中で事業者連携を進めることが重要。

＜内陸型＞

⚫ 地産地消の難しさ、水素製造のボリューム感、ＣＯ２の排出量の課題がある。

⚫ オンサイトメタネーションを実施する場所と、再エネの供給源が離れていたり、必要な再エネの量を確保できるかという問題が
ある。電解装置の稼働率が経済性に影響するため、オンサイトメタネーションのニーズをある程度まとめて、場合によってＣＯ
２パイプラインを作って需要と供給を束ねる必要があるのではないか。

⚫ 合成メタンの製造地点に、ＣＯ２を運ぶのか、水素を運ぶのか、電気を供給するのか、形態が色々あり得る。製造した
合成メタンの輸送には既存インフラが活用できるのことを踏まえて、全体最適の視点で考える必要がある。

⚫ 既存のガス供給インフラを使って海外生産の合成メタンを内陸に運ぶケースもあり得る。

＜ＣＯ２供給の視点＞

⚫ 水素に加えてＣＯ２をセットで議論すべき。ＣＯ２の供給量や運搬方法、拠点形成なども一体として議論すべき。

⚫ 水素だけではなくＣＯ２についても、利用と供給のバランスや、どのようにやりとりをするかの整理が必要。利用ニーズや余
剰について情報をシェアするメカニズムがあると良いのではないか。
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前回のご意見の概要（国内メタネーションの事業者間連携関係）

⚫ 事業者間連携の話については、本TFでは特にメタネーションという視点で整理されているが、論点の中のいわゆるアカウンティン
グとかモニタリングというようなことを考えると、水素・アンモニアもしくはＣＣＳ等も視野に入れて整理する視点が重要。

⚫ 検討の視点について、ビジネスが国内のみに閉じている想定のように見受けられる。海外と取引している製造業にとっては、国
内のメタネーションが国際的なルールと整合することが必要。

⚫ フランスのJupiter1000のように再エネやＣＯ２が集積する場所は日本国内にもあると思うが、その中でＣＯ２の帰属だけで
はなく、どういった形で事業者間にインセンティブが働くのかが重要。

⚫ 社会実装に向けては需要家の視点も不可欠。国内連携は、供給サイドのプレーヤーに偏ることなく、需要家側とも一体として
議論することが重要。
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３．合成メタンの導入に必要な制度・仕組みの整備①

⚫ 国内メタネーションについて、合成メタンを導管に注入するケースが登場。INPEXは長
岡鉱場（新潟県）で回収したCO2を活用した合成メタンを自社の導管に注入予定。

⚫このようなケースについて、国内における合成メタンの生産から消費に至る
までのサプライチェーンを念頭に置いた上で、制度等の整備を検討してはど
うか。

⚫合成メタンは、既存の都市ガスインフラ・ガス使用機器をそのまま活用でき
ることが利点であるが、特にカーボンニュートラルに向けた移行期において
は、需要家に供給される段階で、天然ガスと合成メタンは混合した状態であ
り、物理的に合成メタンのみを需要家に供給することはできない。

⚫このため、混合した合成メタンと天然ガスを「区別」するための認証制度や
合成メタンの環境価値だけを切り出して移転・取引する仕組みを検討しては
どうか。

合成メタンを導管に注入するケース
H2

CO2

メタネーション

導管
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(参考)ガスのカーボンニュートラル化に向けたCO2-メタネーションシステムの実用化を目指し
た技術開発事業

(出所)INPEXプレスリリース(2021年10月15 日付)より資源エネルギー庁作成

⚫ INPEXが長岡鉱場内から回収したCO2を用いて合成メタンを製造する実証実験を
2024年度後半から2025年度にかけて実施すると共に、製造した合成メタンを都市ガ
スパイプラインへ注入予定。

⚫ 本事業で開発する CO2-メタネーション設備の合成メタン製造能力は約400Nm3/h 
を予定しており、現時点で世界最大級の規模。
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３．国内メタネーションの導入に必要な制度・仕組みの整備②

⚫ 合成メタンの認証や環境価値を切り出して流通させる仕組みについては、証
書・クレジットの性質や違いについて理解し、類似の国内制度や海外事例等
を整理した上で、どのような基準で誰が認証・クレジット化するかといった
点も検討してはどうか。

⚫ また、認証制度の範囲については、合成メタンだけはなく、バイオガス・バイオメタンも
対象とするか検討してはどうか。（現在、バイオガス・バイオメタンについての国内認証制
度は無い。）

⚫ 合成メタンの認証制度やクレジット化を検討する際は、バイオガス（バイオメタン）や
再エネ電気の証書やクレジット化の仕組みとの比較検討が有益ではないか。
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４．合成メタンの導入促進策の検討

⚫ 想定されている主たる国内メタネーションの実施者は、ガス小売事業者ではなく、製造業
であること、水素の供給確保が課題であることを踏まえ、合成メタンの初期段階の導入
促進策について、考え得るアプローチは例えば以下のような案があるのではないか。

（案１）合成メタンは水素の化合物（水素利用の一形態）であり、工場等における国
内メタネーションは国内における水素利用の一形態であることから、水素・アンモニ
ア等の導入支援などとあわせて議論していく案。

（案２）導管に注入するケースについては、バイオガスと同様に、合成メタン導入をガス小
売事業者の供給高度化法に基づく責務としつつ、割高となる費用分について託
送料金原価に含める案

また、上記の案に限定せず、他に考慮すべき案や留意すべき論点はないか。


